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(1)成年後見制度とは

(2)県内の利用者数の推移

(3)普及・利用促進への取組（国）
• 第二期成年後見制度利用促進計画
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地域連携ネットワークづくり
• 埼玉県成年後見制度利用促進協議会
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• 民法改正により、平成12年(2000年)に介護保険法と同時にスタート。
• 認知症、知的障害、精神障害などの理由で判断する能力が不十分な人を法律で守り、支える制度です。
• 本人の判断能力に応じて、３つの制度があります。

• 家庭裁判所への「申立て」︓申立てができる人は、本人、配偶者、四親等内の親族、検察官、市町村長など
です。

• 申立ては、原則として、本人の住所地を担当する家庭裁判所（支部、出張所を含む）に行います。（外国人
の方も原則可能です）

• 手続き案内︓さいたま家庭裁判所 後見サイト、参考情報︓「成年後見はやわかり」サイト
• 相談窓口︓各市町村担当課、成年後見センター・中核機関等 県ホームページに各市町村の相談窓口一覧表

を掲載しています。
(「埼玉県 成年後見制度に関する相談窓口」で検索）

(１)成年後見制度とは（①法定後見制度）

補 助 保 佐 後 見

本人の判断能力 判断能力が不十
分な方

判断能力が著しく
不十分な方

判断能力が欠けているの
が通常の状態の方

本人を支援する人 補助人 保佐人 成年後見人
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• 本人に十分な判断能力があるうちに、あらかじめ本人が選んだ人に、代
わりにしてもらいたいことを契約（任意後見契約）で決めておく制度で
す。

• 「任意後見契約」の締結について
本人の住所に近い「公証役場」で、公証人の作成する「公正証
書」により締結します。

• 将来、本人の判断能力が低下したときに、家庭裁判所に「任意後見監督
人選任」の「申立て」を行い、「任意後見監督人」を選任してもらうこ
とで、契約の効力が発生します

・家庭裁判所への「申立て」について
申立てができる人は、本人、配偶者、四親等内の親族、任意後見受任者

です（外国人の方もできる場合がありますので裁判所へ相談します）

(１)成年後見制度とは（②任意後見制度）

4



225,000 260,000 
340,000 

39,059 
44,243 

52,728 

35,028 
45,645 

66,731 

利用者数, 7,021 利用者数, 8,183 利用者数, 10,084
0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

400,000

450,000

500,000

H24 H27 R2
認知症高齢者数 知的障がい者 精神障がい者 利用者数

459,459
人

299,087
人

349,888
人

２．３５％ ２．３４％

？

２．１９％

30.31
%

46.2%

400,000
（認知症
高齢者
数推計
値：

県民の
5人に１
人）

R7

？

必要とする可能性がある人の増加に
対して、利用者は伸びていない状況

(２) 埼玉県認知症高齢者数(推計)・障害者数と制度利用者数の推移

? %

5



(3) 成年後見制度の普及・利用促進への取組（国）

• 平成２８年4月15日公布 成年後見制度の利用の促進に関する法律
• 平成３０年４月１日施行 （成年後見制度利用促進法）

•平成２９年度〜３３年度（令和３年度）
第１期 成年後見制度利用促進基本計画

•令和４年度〜令和８年度
第２期 成年後見制度利用促進基本計画
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第二期成年後見制度利用促進計画
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市町村における体制整備が急務
（R6までに全国市町村で整備中）
（１）市町村基本計画の策定

利用促進に関する施策の総合的・計画的な推進を図
るために策定

（２）中核機関の設置、運営。中核機関とは、
権利擁護支援のための地域連携ネットワークの司令塔となる機関

どの地域においても、必要な人が、安心して制度
を利用できる環境の整備。
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利用者本人を取り巻く関係者で支援チームを構成、そのチームを地域連携ネットワークで支えていく
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成年後見制度利用促進協議会

秩父地区

さいたま地区 越谷地区

川越地区 飯能地区 熊谷地区

久喜地区

地区協議会

県

事務局構成メンバー

連携

立ち上げ支援市町村社協への働きかけ

課題の吸上げ・共有

課題の解決

【構成団体】

○ 県、全市町村
○ 県社協、全市町村社協
○ 弁護士会、司法書士会、

社会福祉士会、税理士会、
行政書士会

【オブザーバー】

○ 家庭裁判所

（本庁・支部・出張所）

【構成団体】

○ 管内市町村
○ 管内市町村社協
○ 弁護士会、司法書士会、

社会福祉士会、税理士会、
行政書士会

【オブザーバー】

○ 県、県社協、家庭裁判所

県社協

運営支援 運営支援

県内ネットワーク
を構築して利用促
進・体制整備を促
進しています。

県 協 議 会
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